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〔論文概要〕 
 
1 問題の所在と課題 
 本論文の課題は，農地改革の実行機関であった市町村農地委員会の活動，性格および機
能の分析を通して，日本農地改革の特質を明らかにすることにある．農地改革は短期間に
徹底して，しかも比較的平穏無事に実行されたが，なぜそれが可能であったのかについて
は今なお検討すべき問題が残されている．従来，改革の歴史的条件としては戦前・戦時期
の地主抑制的な農地政策の積み上げ，地主的土地所有の後退，小作争議の展開と農村社会
の変容，敗戦後の日本政府による第一次改革への着手，占領軍の外圧下での急進的な第二
次改革法の成立，改革実行段階における行政指導や農民運動の高揚などが指摘されてきた．
しかし，いかに厳格な法令が準備され外圧や行政指導があったとしても，末端農村に改革
遂行力が存在しなければ改革の実行は不可能だったであろう．末端農村で改革を遂行した
市町村農地委員会およびそれを機能させた改革期農村社会の分析が必要とされるのはこの
ためである．また，これまで農地改革研究は膨大な量に達しているが，その多くは改革の
歴史的前提や歴史的意義あるいは改革の世界史的位置など客観的条件の把握に重点が置か
れ，改革を遂行した主体的条件の解明が相対的に立ち遅れている．この意味においても農
地委員会論の視点に立った農地改革研究が必要とされている. 
 日本農地改革の大きな特徴の一つは改革実行機関が市町村単位に設置され，これに対応
して改革事業が全国約 1 万 1,000 の市町村において地域完結的に実行されたことである．
地主の在・不在の認定基準としてだけでなく，委員会の権限行使の範囲も市町村内に限定
され，他村委員会との権限の衝突はありえなかった．他村民の関与は原則として遮断され
自村民だけが自村の農地改革に参加することができた．農地委員会は制度上は地主，自作，
小作の 3 階層委員からなっていたが，実際には各委員は階層代表者とともに居住部落の代
表者としても選出された．農地委員会は階層代表原理とともに部落代表原理も内包してい
たのであり，委員会運営を理解するにはこの両面をみていく必要がある． 
 農地委員会は全農民を改革に参加させる政策装置でもあった．厳格な法令のもとででは
あるが，改革実行過程を農民自身に担わせることにより，農村社会が培ってきた自主的な
問題解決能力や調整機能を改革事業に取り込むことが構想された．それは既存行政機関の
行政能力の限界面を補完することでもあった．改革への農民参加は農地委員，書記，部落
補助員らの直接参加だけでなく，農民組合等の改革推進運動，耕作農民の自覚と行動，地
主層の不本意な消極的参加も含む．とくに在村地主の参加は特別の意味があった．農村に
おける所得源泉，社会的地位の再配分を特定階層の資産消滅を通じて実行するには，その
被害者を実行過程に参加させ改革を受け入れさせる必要があった．また在村地主の参加は，
自作階層の参加とも相まって，国家事業である農地改革を全農民が参加する「村の事業」
たらしめたが，それは小作階層の参加だけでは実現しえないものであった． 
 農地委員会研究のもう一つの課題は，農村新指導層の形成問題である．改革実行過程は
農地委員（とくに小作委員），専任書記および農民組合等の役員らが改革後の村の新指導層
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に上昇していく契機となった．農地委員会運営の副産物ともいうべきこの点の解明も本論
文の課題の一つである． 
 
2 各章の内容 
 第 1章では，改革実行機関となる農地委員会の形成過程を，戦前・戦時期の農地政策か
ら戦後の第一次，第二次改革法の立案過程の検討を通じて跡付けた．戦前・戦時期の農地
政策については，すでに一定の研究蓄積があるが，戦前・戦時期から第一次，第二次改革
を通じた農地委員会の制度形成の経緯は必ずしも十分解明されていない．農地委員会の制
度史研究の焦点は，一方では戦時期農地委員会の政策構想や運用が改革期農地委員会の何
を準備したのか，他方では改革期農地委員会は戦時農地統制の遺産をどのように継承して
いたのかという点にある．とくに第一次，第二次改革の農地委員会については，日本側農
政当局が構想した改革案や司令部担当官との折衝過程で，日本農地改革に適合した改革実
行機関がどのような曲折を経て決定されるのかが主要な論点となる．この折衝過程の主導
権は司令部側にあったが，農地委員会の決定は司令部の意向というよりも日本側農政当局
が堅持した構想の結果であることを明らかにした. 
 第 2章では，農地改革実行過程における農地委員会の活動を若干の統計資料や府県別『農
地改革史』等により検討した．戦前期の地主的土地所有後退や小作争議展開の地域差を踏
まえて，農地委員会活動の地域差を小作地引上げ，農地委員の選挙とリコール，遡及買収，
異議申立，訴願を通じて俯瞰し，その地域差の要因を考察した．本章の目的は，全国的視
野からの定量的観察を通して，事例分析に有効な分析視点を得ることにある． 
 第 3章以下は個別農村の事例分析であるが，それらの各章では第 1章，第 2章でみた農
地委員会の一般的性格とともに，各村の農地改革を特徴づける個別具体的な問題の分析を
通じて，農地委員会の諸側面が浮かび上がってくる．事例分析の対象地は水田稲作中心の
村と畑作・養蚕中心の村，山間部を擁する村と都市近郊の村，大地主の居村と中小・零細
地主が堆積する村，農民組合組織の強い村と穏健な村，農民組合未結成の村，改革が一時
的に紛糾した村と順調に進行した村，という改革期農村の多面的差異を反映している． 
 まず第 3章では，戦時期と改革期の二つの農地委員会を対比的に検討している．同一農
村において，このような対比を行うことは，資料的制約もあり，これまでほとんど行われ
てこなかった．分析の焦点は，この二つの農地委員会それぞれの設置経緯，委員構成，事
業内容とその実績，委員会と村内諸団体との関係の変化に置かれる．改革を主導した指導
層の社会的資質や戦時・戦後の農地委員会に対する県当局の行政指導の連続性と非連続性
も検討している． 
第 4章では，農地委員会設置直後には実行体制の整備が不十分で地主主導で運営されて
いた農地委員会が，農民組合が村内を席圏する過程で小作側主導に転換する事例に基づき，
農地委員会に付与された権限行使の諸特徴を考察した．農地委員会のこの性格変化は，そ
の後の委員会運営を円滑化するが，それは小作地引上げの審議結果の見直しに表れる．ま
た本章では，とくに農地委員会に対する異議申立と県農地委員会への訴願を個々のケース
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に基づき詳細に検討した．本章の異議申立および訴願の分析では，第 2章における全国的
な定量的観察では見えない質的分析に重点が置かれる．異議を申立てる地主のうち，訴願
におよぶ地主の性格，異議申立や訴願事件に対する農地委員会の権限行使局面における判
断根拠や県農地委員会との対応関係も検討している． 
 第 5章と第 6章では，戦後改革期における農民組合運動の性格と活動を分析する．まず
第 5章では，結成当初には全階層の共通利益問題に取組んだ組合が，農地改革直前に至っ
て自小作・小自作・小作層主導の組合に純化し改革遂行力を高めていく過程を概括したの
ち，それが農地改革後の自主的農民組織にどのように継承されるのかを分析した．分析の
焦点は，階層利益と全農民の共通利益問題の分岐とその担い手構造の変化に置かれる．具
体的には農村電化，農業機械化，土地改良などの農業改革および農政活動の担い手形成の
解明に置かれる．第 6章では，従来，ほとんど検討されてこなかった郡段階の農民組合連
合会の活動を取上げる．郡連合会の活動が支部町村の農地改革にどのように関与したのか，
また当時の食糧供出問題，税金問題，農協設立問題をいかに主導したのか，そこに支部町
村の意向がどのように反映されたのかが主な検討課題となる．それらの諸活動を通じて農
民運動と農政活動が分岐し，指導原理が前者から後者へと移行したことを明らかにした． 
 第 7章では，小作地引上げ，耕作権移動を中心に農地調整の諸形態とその意味内容を分
析した．問題の核心は，改革期における農民各層の異なる諸要求の調整基準がどこにあっ
たのかという点にある．農地調整では戦時中の一時的貸借の事由，専兼業や世帯員数の変
動も考慮されたが，過剰人口圧力と限られた農地が調整を困難化した．そのため未墾地開
発を進める一方，小作地引上げと交換の地主保有地の限度以下への切り下げ，零細農への
開墾地分与，耕地条件の優劣均等化など多様な調整が行われた．これらの調整が，農民組
合の土地共同管理，農民組合と地主会との交渉機構を前提とする改革実行体制のもとで行
われたことも明らかにしている． 
 第 8章では，農地改革期における経営規模調整と買受機会公正化目的の交換分合を中心
に，農地移動の調整論理を考察している．敗戦期農村では，専兼業，世帯員数，所得水準
のほか不耕作地主，引揚者，失業帰村者などの多様な村民構成のもとで，世帯属性に応じ
た農地適性配分が改革遂行上の問題となっていたことを明らかにした．そのうえで改革に
伴う利益と不利益をできるだけ均等化しようとする農地均分化という経営規模調整に取組
んだ事例をもとに，経営規模を縮小する協力者と拡大する被協力者がどのような基準で選
定されたのかを明らかにした．この均分化の線上で買受機会公正化目的の交換分合も実施
されたが，その実績が低調となる要因も検討している． 
 第 9章では，改革実行過程で生起した「地域」間の対立問題を検討した．具体的には，
①駅建設敷地をめぐる村内部落間の対立，②隣接市町村特別地域指定をめぐる町村間の農
地拡大・縮小をめぐる交渉，③旧軍需工場所有農地の買収をめぐる農業的利害と非農業的
利害との対立の 3事例を分析する．これらの事例は，それぞれ固有の問題を契機に地域間
対立を惹起させたものであるが，そこには地域農民の利益確保要求と農地委員会の権限行
使の確執とともに，階級・階層問題とは位相を異にする「地域」問題に直面した農地委員
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会の調整機能や処理能力の限界面も映し出されている． 
 第 10章では，都市近郊農村における農地改革の特質を検討するとともに，改革後比較的
早期に現出する近郊農村の地域開発に伴う土地問題との関連で農地委員会の独自の機能を
分析した．ここでは農地委員や書記を経験した新指導層が，改革後，とくに高度成長期の
地域開発過程においてどのような役割を果たすのかに注目している．改革後の新指導層に
ついては他の章でも取上げているが，改革後 10年足らずのうちに非農業部門からの激しい
土地需要に見舞われる都市近郊農村では，農地改革期とは正反対に農民と農地を切り離す
という役割を果たす新指導層の姿が浮かび上がってくる． 
 
3 総括 
 以上の農地委員会形成史の検討，農地委員会活動の全国動向分析，個別農村の事例分析
の諸結果は，以下の諸点に総括できる． 
 第 1 は，農地委員会運営を主導した階層についてである．占領軍の外圧のもと，国家事
業として断行された農地改革について，その改革現場に注目すると，農地委員会を中心に
農民らが改革を遂行したという事実が浮かび上がってくる．農地改革の受益者は戦前・戦
時期に経営前進を遂げ村内に分厚く存在していた自小作・小作中上層であり，農地委員会
も中農中上層を中心に構成された．いわば改革の受益者自らが改革を遂行したことになる．
農地改革が比較的スムーズに遂行された理由の一つはここにあった． 
 改革の円滑な遂行において，村内の社会的・政治的な立場や勢力の利用が効果を挙げる
場合もあった．ある村では農民組合が意図的に大地主を農地委員会の会長に就任させたが，
その会長は中小地主宅を戸別訪問し改革に協力するよう要請し，結果的に農民組合の意向
に沿う行動をとった．村内最大地主のこの行動は，中小地主の改革受入れを後押しし円滑
な改革に寄与した．また，ある村の会長は農民組合にも地主会にも加入せず中立的立場を
堅持し，円滑な改革に努めた．彼は地主委員であったが，法的には所有面積が耕作面積の
2倍以下の自作で，自らは引揚者であった．こうした事情を背景に，彼は 47年 4月に村長
にも選出され実行体制が強化されていった．この二つの事例は，会長が地主階層というだ
けで農地委員会の性格を機械的に判断してはならないことを示している．また戦前期農民
運動の経験者らが改革期に農民組合を結成し自らも農地委員や専任書記となったことも，
円滑な改革に寄与した．そこでは戦前期の運動経験者であることが村民から評価され，改
革期には農地委員会の中心人物となった．彼らの委員会内外での言動は他の農地委員や農
民組合員にも影響を与え村内の改革遂行力を成長させていく原動力となった． 
 第 2は，改革の実行性（徹底性と安全性）を確保した村レベルでの改革実行体制と農地
調整についてである．農地委員会が機能するにはその活動基盤を創り出すことが必要とさ
れ，農地委員選挙前後から改革初期にかけて，どの村でも改革実行体制が整備された．実
行体制は町村間で偏差があったが，農地委員の適切な部落別配分，書記や部落補助員の適
正な配置，委員会会議に先行する協議会の設置，農民組合の結成と委員会との連携機構の
構築，村役場や農業会との協力関係の形成，地主団体との協議機構の整備など改革に向け
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た体制づくりが行われた．事例分析でみたように，この実行体制は村―部落（または大字）
―隣保組合という村内三層構造をとって形成され，委員会が末端小地区の農地諸権利移動
を統制管理する体制がとられた．このような整備が不十分な村では委員会運営の一時的紛
糾ののちに，事後的に実行体制づくりを必要とする場合もあった．改革実行体制には各村
の改革受容行動が表れていたが，それらは農地改革という国家事業を村の課題として内面
化することで改革実行性を確保しようとする農村民の自己組織化であった．その組織化に
は戦前の農民運動経験，地主層の動向，戦後農民組合の性格，指導層の社会的資質が刻印
され，さらに改革過程の一時的紛糾などが新たな要素として加わる場合もあり，戦前から
の連続面と非連続面が併存していた．しかし，いずれの場合も，農地委員会が有効に機能
するには，その活動基盤を創り出す目的達成的な実行体制づくりを必要とし，改革期農村
は各々固有の方法でこれに取組んだ． 
 村独自の実行体制下で，農地委員会は弾力的な法運用が可能になった．敗戦直後の過剰
人口と農地・食糧不足のなかで戦時期の一時的貸借の整理のほか，改革に伴う利益と不利
益の格差縮小をめざす経営規模調整，世帯属性に応じた農地適正配分，若干の小作地引上
げと引換えに在村地主に対する保有限度内小作地の任意解放の慫慂などが行われた．これ
らは改革を円滑に進めるための「調整」であり，そこには「農民参加型」改革が生み出し
た知恵や創意が介在していた．数多くの紛争があったとはいえ，大局的にみれば農地改革
はスムーズに実行されたのであり，それ自体が農民間の問題解決能力や調整機能を引き出
した農地委員会システムの政策効果であった． 
 第 3 は，第 2 の点とも重なるが，農地改革に伴う利害対立や衝突の緩和についてである.
農地委員会を介した改革への農民参加は，既存の行政機関の能力を超える膨大な改革実務
を農民相互の監視下で処理することにより改革の徹底性を確保する一方，土地改革に伴う
社会的衝突を農民間の利害調整問題に変換して処理する安全弁となっていた．この安全弁
は改革反対活動を農地委員会システムが誘導した異議申立，訴願（および訴訟）という合
法的手続きの枠内に収斂させた．しかも，その件数も改革の大きさに比してきわめて少な
く，異議申立の大半が村外に持ち出されることなく改革現場で解決された．これらはいず
れも「農民参加型」土地改革がもたらした政策効果であった． 
 しかし，不耕作地主を中心に改革の犠牲者は確実に存在し，階層代表制をとった委員会
運営は対立・緊張あるいは協調・妥協を伴っていた．とくに兼業従事者や在村性の希薄な
所有者は村の改革実行体制を共有しない傾向が強く，個人単位で異議申立や訴願におよぶ
ものもいた．彼らに対しては，農地委員会は強力な権限を行使する傾向が強かった．ただ
し農地委員会と地主団体との協議機構が実行体制として整備されている場合は，異議申立
も地主の集団行動として現れ，村内で異議申立を解決し県段階への訴願を大幅に絞り込む
ことができた．そのなかには失業帰村者や外地引揚者など敗戦直後特有の諸事情を考慮し
属人的に法令を弾力的に運用し，関係者間の利害対立を調整・緩和することも含まれてい
た．この意味で農地委員会は国家の権力行使と農村内部における利害対立・調整を媒介す
るインターフェイスとしての機能を果たした． 
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 第 4は，農地委員会と密接な関係にあった農民組合の運動についてである．農民組合が
実行体制の中心的位置を占めた事例は多いが，組合結成時期によって，その様相は若干異
なっていた．敗戦後早期（1945年秋）に全階層を網羅的に組織した組合が結成された村で
は，当初は主として肥料確保や供米対策など全農民の共通利益問題に取り組んだ．このよ
うな村では改革実行段階に入るまでに組織の性格が変化し，地主と自作層が組合から離反
し，改革直前に組合は自小作・小作中心の組織に純化する．これに対して改革直前（1946
年 12月）に農民組合が結成された村では，組合は農地改革を目的に結成され，当初から地
主層を排除した組合が誕生している．前者の場合も，農地委員選挙直前に後者と同様の組
織になるが，それは投票実施の有無にかかわらず委員選挙を契機に進行する農民各層の帰
属階層意識の深まりによるものであった． 
 しかし改革実行に当たって，農民組合が必要不可欠であったというわけではない．農民
組合が有効でありえたのは，農民間の相互監視や規制が違法・脱法行為を抑制し，それが
農地委員会の事業処理を適正化していたからである．言い換えれば，農民組合未結成の村
であっても改革実行体制が十分整備されていれば農地委員会は実質的に機能しえた．そこ
では部落や隣保組合単位における農地移動の調査や審査が農民組合支部における事前審議
と同様の機能を果たしていたのである． 
 農民組合による農地改革推進運動については，改革期後半の動きにも注目する必要があ
る．それは組合運動が農地委員会における改革業務過程に吸収され，広範な地域運動に拡
大・発展する条件を欠いていたことに現れた．農地改革推進運動は個別農村内部に収斂す
る方向を辿ったが，これは改革実行機関である農地委員会が市町村単位に設置され改革事
業が地域完結性をもっていたことの当然の帰結であった．しかも改革当初の運動の熱気は，
改革進展とともに徐々に農地委員会内部における業務処理という行政過程に解消された．
このことが委員や書記らの小官僚化を招き，大衆運動の必要性をますます低下させたが，
これも農地委員会がもっていた政策効果の一つであった． 
 第 5は，農村新指導層の形成についてである．事例分析でみたように，農地委員（とく
に小作委員），専任書記，農民組合幹部らは，改革後も町村の主要な機関や団体の要職に就
任し，村政や農政活動の主要な担い手となっていた．彼らにとって，農地委員会は改革後
の指導者に必要な行政能力や政治力を涵養する場であった．彼らが改革期に耕作農民の利
益を追求し実現したことは，改革後の耕作農民たちが彼らに引き続き利益調達者であるこ
とを期待し，有力な指導者に押し上げていく要因となった．農地委員会は農地改革の実行
機関であったにとどまらず，改革後の新指導層を創出するという機能も果たしたのである．
だが彼らが改革後に果たした役割は，主観的にはともかく，客観的には政府の農業政策の
農村内への浸透や資本の土地需要に応えていく受け皿であった．このことは改革期に出現
した変革主体が，改革後に体制内指導者に再編されていったことを意味するが，長期的に
みれば，それも農地委員会システムがもっていた政策効果の一つであった． 
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